
別記様式第１号別添２－１

（営農再開支援）（農業ハウス、農業機械等を除く）

№ 被災日 事業 助成対象者 住所 ほ場所在地 面積 品目 被害状況 備考

内容 （ha） （具体的に記入）

　上記の者は、「令和６年能登半島地震対応産地緊急支援事業（産地緊急支援対策）に係る公募要領に定める助成対象者」の要件を満たすことを証明します。

令和　　年　　月　　日

発行団体名：●都道府県●市町村

役職・氏名：

注： １　「事業内容」欄には、以下のいずれかを記載すること。

　・　資材の調達等支援

　・　栽培環境整備

　・　土づくり

　・　収穫・調製作業

２　交付決定前に着手している場合には、「備考欄」に着手年月日を記載すること。

３　助成対象者が法人等の構成員の場合は、助成対象者名の下段に法人名及び代表者名を（　）書きで記載すること。

４　被害状況が分かる写真等を添付すること。

令和６年能登半島地震対応産地緊急支援事業（産地緊急支援対策）助成対象者に係る被災証明



別記様式第１号別添２－２

（営農再開支援）（農業ハウス、農業機械等）

№ 被災日 事業 助成対象者 住所 機械・ハウス 台数 被害状況（流失・破損・倒壊の別） 備考

内容 等名 等 具体的内容

　上記の者は、「令和６年能登半島地震対応産地緊急支援事業（産地緊急支援対策）に係る公募要領に定める助成対象者」の要件を満たすことを証明します。

令和　　年　　月　　日

発行団体名：●都道府県●市町村

役職・氏名：

注： １　「事業内容」欄には、以下のいずれかを記載すること。

　・　資材の調達等支援

　・　リース方式による農業機械等の導入

２　交付決定前に着手している場合には、「備考欄」に着手年月日を記載すること。

３　助成対象者が法人等の構成員の場合は、助成対象者名の下段に法人名及び代表者名を（　）書きで記載すること。

４　助成対象者（担い手）が、農業機械等に被害を受けた出し手農家（非担い手）から機械作業を集約化する場合は、下段に出し手農家（非担い手）の農業機械

　等の被害状況等を（　）書きで記載すること。

５　被害状況が分かる写真等を添付すること。

令和６年能登半島地震対応産地緊急支援事業（産地緊急支援対策）助成対象者に係る被災証明



別記様式第１号別添３

（集出荷施設等における農作物の出荷円滑化等支援）

№ 被災日 事業 助成対象者 住所 施設所在地 受益面積 受益農家 被害状況 備考

内容 （ha） 数（人） （具体的に記入）

　上記の者は、「令和６年能登半島地震対応産地緊急支援事業（産地緊急支援対策）に係る公募要領に定める助成対象者」の要件を満たすことを証明します。

令和　　年　　月　　日

発行団体名：●都道府県●市町村

役職・氏名：

注： １　「事業内容」欄には、以下のいずれかを記載すること。

　・　施設の仮復旧等

　・　周辺集出荷施設等の活用

　・　集出荷機能等の強化

２　交付決定前に着手している場合には、「備考欄」に着手年月日を記載すること。

３　助成対象者が法人等の構成員の場合は、助成対象者名の下段に法人名及び代表者名を（　）書きで記載すること。

４　被害状況が分かる写真等を添付すること。

令和６年能登半島地震対応産地緊急支援事業（産地緊急支援対策）助成対象者に係る被災証明



別記様式第１号別添４

（浸水被害に対する水田農業継続特別支援）

№ 被災日 事業 助成対象者 住所 ほ場所在地 面積 品目 被害状況 備考

内容 （ha） （具体的に記入）

　上記の者は、「令和６年能登半島地震対応産地緊急支援事業（産地緊急支援対策）に係る公募要領に定める助成対象者」の要件を満たすことを証明します。

令和　　年　　月　　日

発行団体名：●都道府県●市町村

役職・氏名：

注： １　「事業内容」欄には、以下の取組内容から選択して記載すること（複数選択可）。

　ア　土壌診断

　イ　土づくり

　ウ　作業委託等

　エ　生産資材調達

２　交付決定前に着手している場合には、「備考欄」に着手年月日を記載すること。

３　助成対象者が法人等の構成員の場合は、助成対象者名の下段に法人名及び代表者名を（　）書きで記載すること。

４　被害状況が分かる写真等を添付すること。

令和６年能登半島地震対応産地緊急支援事業（産地緊急支援対策）助成対象者に係る被災証明


